
－ 財務の概要 補足説明 － 

1. はじめに 

学校法人会計処理の基準を定める「学校法人会計基準」が平成 27 年 4 月に改正され、計算書類や科目名称等

が一部変更になりました。本法人ではこの改正を踏まえ事業報告書の“財務の概要”を作成しておりますが、おもな改正

点や学校法人会計の特色および勘定科目等について本稿にて補足説明いたします。 

 

2. 学校法人会計とは 

 ①概要 

学校法人の会計処理は昭和 46 年 4 月 1 日に制定された「学校法人会計基準」に準拠して行われます。学校法人

会計基準は、複式簿記の原則や一般に公正妥当と認められる企業会計の原則を踏襲しておりますが、作成する計算

書類には学校法人会計独特のものも含まれます。 

今般、制定より約 40 年が経過し、「社会・経済状況の大きな変化、会計のグローバル化等を踏まえた様々な会計基

準の改正、私学を取り巻く経営環境の変化等を受けて、公教育を担う学校法人の経営状態について、社会にわかりや

すく説明する仕組みが求められています。」（25 文科高第 90 号）という趣旨から一部改正が行われ、平成 27 年 4 月

より施行されました。 

②学校法人が作成する計算書類 

今回の改正に伴い、従来作成していた「資金収支計算書」・「消費収支計算書」・「貸借対照表」の 3 つの計算書類

のうち、「資金収支計算書」について学校法人の活動ごとの資金の流れを明らかにする「活動区分資金収支計算書」を

新たに作成することになりました。また「消費収支計算書」は「事業活動収支計算書」に変更となり、後述の通り、収支の

区分ごとによりきめ細かい表示をする方式となりました。 

 

改正前 改正後

Ⅰ．資金収支計算書
　
　　　　資金収支内訳表
　　　　人件費支出内訳表

Ⅰ．資金収支計算書
　
　　　　資金収支内訳表
　　　　人件費支出内訳表
　　　　活動区分資金収支計算書

Ⅱ．消費収支計算書
　
　　　　消費収支内訳表

Ⅱ．事業活動収支計算書
　
　　    事業活動収支内訳表

Ⅲ．貸借対照表
　
　　　　固定資産明細表
　　　　借入金明細表
　　　　基本金明細表

Ⅲ．貸借対照表
　
　　　　固定資産明細表
　　　　借入金明細表
　　　　基本金明細表



【計算書類の内容説明】 

 

 

 

3.学校法人会計と企業会計との違い 

企業は、さまざまな分野でモノを生産したり、商品・サービスを提供すること等により利益を獲得し、それを新製品の開

発に投資したり、サービスの一層の充実に向けること等を通じて社会的な活動を行っています。また、株式会社であれば

配当等のかたちで出資者に一定の果実を還元することも重要な役割です。 

一方、学校法人は教育活動を通じて人材を育成するとともに、研究活動の成果を社会に還元すること等により社会

的な活動を行っています。また、活動の結果得られた資金を教育内容の一層の充実に向け、環境整備等に投下してお

ります。 

学校法人会計は基本的には企業会計の原則を踏襲していますが、学校法人が教育や医療等のより公共性の強い

分野を担い、国や地方公共団体から一定の補助金を頂戴していることを反映し、企業会計とは異なる独自の会計処理

や財務諸表の開示が義務付けられています。 

 

計算書類 内容

当該年度の収入および支出に対応するすべての資金の動きを表示し、支払資金
の顛末を表す。

年度末時点の資産・負債・純資産の状況を表す。

企業会計における損益計算書に相当し、学校法人の活動を「経常的活動（教育活
動収支、教育活動外収支）」と「それ以外の活動（特別収支）」に分け、それぞれに
対応する収入と支出ならびに収支差額を表す。

Ⅰ．資金収支計算書

Ⅱ．事業活動収支計算書

Ⅲ．貸借対照表

学校法人 企業

学校法人会計 企業会計原則

　　・資金収支計算書 　　・損益計算書
　　・活動区分資金収支計算書 　　・貸借対照表
　　・事業活動収支計算書 　　・キャッシュフロー計算書
　　・貸借対照表

教育研究活動による人材の育成、
研究成果の社会への還元等

企業活動による適切な利潤の獲得、
出資者への還元等

計算書類

会計処理

組織の目的



4 . 学校法人会計の主な勘定科目・用語の説明 

資金収支計算書・事業活動収支計算書共通の科目 

【収入】 

①学生生徒納付金(収入)………学生生徒からの授業料等による収入 

②手数料(収入)………受験料等による収入 

③寄付金(収入)………保護者の皆様や卒業生、企業から寄付いただいた金銭その他資産 

④補助金収入(経常費補助金)………国または地方公共団体等からの助成金(施設設備補助金を除く) 

⑤付随事業・収益事業収入………治験等付随的な事業により得られた収入 

⑥医療収入………入院、外来、雑医療収入など、医療行為によって得られた収入 

⑦受取利息・配当金収入………金融資産の運用によって得られた利息等 

⑧雑収入………①～⑦以外で得られた収入 

 

【支出】 

①人件費(支出)………教職員等に支払う給与や退職金 

②教育研究経費(支出)………教育研究活動に充てた経費 

③医療経費…薬品や診療材料等、医療行為に要した経費 

④管理経費(支出)………教育研究活動以外の学校法人の管理・運営に要した経費 

⑤借入金等利息(支出)………金融機関へ支払う借入金利息など 

 

事業活動収支計算書の科目 

【教育活動収入】……学生生徒納付金、手数料、付随事業収入、医療収入など教育活動を通して 

得られた収入 

【教育活動支出】……人件費、教育研究経費、管理経費、医療経費など教育活動にともない発生した 

支出 

【教育活動収支差額】…【教育活動収入】－【教育活動支出】 

 

【教育活動外収入】…受取利息・配当金など、教育活動外で得た収入 

【教育活動外支出】…借入金利息など、教育活動外で発生した支出 



【教育活動外収支差額】…【教育活動外収入】－【教育活動外支出】 

【経常収支差額】…【教育活動収支差額】＋【教育活動外収支差額】 

【特別収入】……施設設備補助金や不動産売却益など、臨時的な収入 

【特別支出】……固定資産除却損など、臨時的な支出 

【特別収支差額】…【特別収入】－【特別支出】 

【基本金組入前当年度収支差額】…【経常収支差額】＋【特別収支差額】 

                      従来の“帰属収支差額”にあたり、毎年度の事業活動の収支バラン

スをあらわすもの 

 貸借対照表の科目 

【資産】 

①固定資産………土地や建物等、長期(1 年以上)に保有・利用する資産 

②流動資産………現預金や未収入金等、貸借対照表の基準日から 1 年以内に現金化される資産 

 

【負債】 

①固定負債………返済期限が 1 年以上後となる負債(長期借入金など)、退職給与引当金など 

②流動負債………１年以内に返済すべき負債(短期借入金など) 

【基本金】…… 学校法人が、その諸活動の計画に基づき必要な資産を継続的に保持するために維持すべき

ものとして、その事業活動収入のうちから組み入れた金額 

①第１号基本金………施設・設備等の固定資産の取得額 

②第 2 号基本金………新たな学校の設置又は既設の学校の規模の拡大もしくは教育の充実向上の 

ために将来取得する固定資産の取得に充てる資産の額 

③第 3 号基本金………奨学金等の基金として継続的に保持し運用する資産の額 

④第 4 号基本金………学校法人を運営していくために恒常的に保持すべき資金 


